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研究成果の概要（和文）：経済開発協力機構雇用局に滞在し共同研究を実施することにより、就職市場を中心と
した日本の労働市場の現状についての認識を国際的研究者コミュニティと共有できた。日本の労働市場における
格差の拡大は、見かけ上徐々に進んでおりその主要因は非正社員や高齢者の割合の増加で説明されることが知ら
れていたが、最近の研究代表者らの共同研究で、その根底で企業間格差の拡大が進行していることがわかってき
た。本共同研究によって公共職業紹介制度の役割とともにこの統計的情報を共有し国際比較を実施したところ、
その傾向が欧米先進各国共通の現象で、日本の現状は大陸欧州諸国よりも北米諸国に近いと評価できる可能性が
指摘された。

研究成果の概要（英文）：Staying at Directorate for Employment, Labour and Social Affairs at 
Organisation for Economic Co-operation and Development, we have shared the latest situation about 
the hiring markets in Japan, with the international researchers' community. Specifically, while it 
is well known that the wage dispersion in the Japanese labor markets has slowly progressed and a 
part of the evolution can be explained by the compositional changes such as the increase of 
Hi-Seishain and elderly, it has been recently revealed that the wage disparity between firms has 
also been expanded by one of my own joint research. We contrituted to a international joint 
research, through this project, by providing such statistical fact with the role of public 
employment agency about Japan. It shows that the expansion of wages disparity between firms can be 
found commonly among developed countries, and that the situation of Japan is near to the North 
American coutnries rather than the continental European countries. 
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、日本における企業間賃金格差の進行や公共/私的職業紹介事業の役割やシステムが欧米諸国と共通の
枠組みにあることを示すという学術的意義がある。国際比較をする際には比較可能なようにデータを調整する必
要があるが、本研究では日本の既存研究にある程度合わせた形で各国データが集計され、より厳密な形で国際比
較が実行できた。また、各国の職業紹介の役割やシステムは非常に似ている一方で、データ利用は進んでおらず
業務分析も滞っていることがわかった。これらの学術的意義は、労働政策を設計するうえで日本国内の事情のみ
に依存せず、積極的に外国の経験を取り入れられる可能性を示したという意味で社会的にも意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 
(1) 失業や賃金格差など、労働市場のパフォーマンスが求人と求職のマッチングの効率性に影
響されることは 1980 年代より指摘されてきていた。しかし、それが何によって決定されるの
か、いまだに定見はみつかっていない。この点を考えるときに典型的な例として有名なのは、
2000 年代より導入された情報通信技術（Information and Communication Technology; ICT）
である。求人への応募のコストを極限まで小さくできることや、人工知能によるスクリーニン
グを利用できることなどから、当然のごとくマッチングの効率性を上げるものとして予想され
たが、現実には、むしろ混雑現象を引き起こし、効率性を阻害する要因にすらなりえた。この
分野の碩学である Peter Kuhn は、”Until recently there has been little evidence that any 
internet-based tool has had a measurable effect on job search or recruitment outcomes.” (Kuhn, 
2014)とさえ言っている。 
(2) このような状況を受け、本研究のもととなった基盤研究(A)（一般）『The Value of 
Matchmaker』（課題番号 16H02020、2016～2018 年度）は、職業紹介だけではなく、そのほか
のマッチングについても横断的に観察することで、インターネット時代のマッチング機能一般
を考察することを目的に立ち上がった。そして、本研究の当初想定された開始時期（上記基盤
研究終了後、半年の準備期間を経た 2019 年 9 月）までに、マッチング機能を考えるときには
①あるメディアの仲介過程に関する詳細なデータを用いた分析が必要であること、②しかし特
定のメディアを単独で分析するのではなく、多数のメディアの相互依存関係も重要であること
を見出した。すなわち、①については、仲介過程の中途における仲介者の情報生産機能の良し
悪しがマッチングの効率性に影響を及ぼすことが実証的にわかってきた。また②については、
「無料のマッチング・サービスが公的に供給されるか」が、民間事業者のすみわけに影響を及
ぼし、ひいては市場のマッチングの効率性を決める重要な要素であることが分かってきたので
ある。 
 
２．研究の目的 
(1) そこで本研究では、最近の欧州諸国における雇用仲介に関する規制論議の再燃を奇貨とし
て、彼の地にてデータ収集を試み、もととなった研究で得られた上記 1(2)①と 1(2)②の命題を
国際比較の枠組みから検証し直すことを当初の目的とした。職業訓練への接続など、欧州諸国
における公的職業紹介に、1(2)①として考えられるマッチング・サービスのあり方のちがいが
あるとすれば、民間事業者のすみわけの在り方のちがいとの関連を考察することで 1(2)②の命
題を深め、最終的にもととなった研究成果をより一般的な枠組みに拡張できると考えたからで
ある。 
(2) しかし研究代表者が、本研究採択後に 2019 年度および 2020 年度に勤務先の一橋大学経済
研究所の評議員を務めることとなり長期外国出張が制限されることとなった。そこで本研究の
開始時期を、評議員の任期の終了時期である 2020 年 3 月まで延期したところ、新型コロナウ
ィルス感染症の世界的流行によって各国の出国入国制限が増し、最終的には受入機関での滞在
は当初予定よりも 9か月遅れ、2020 年 6 月より 2021 年 6 月までとなった。 
(3) その間、日本でも欧州でも賃金格差の拡大に労働市場のマッチング機能が関わっているか
否かという論点が浮上し、受入機関の要請もあり本研究でも元来予定されていたマッチング機
能の分析に加え、それを賃金格差の分析に結び付けることも企図した。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究では、OECD 雇用局を拠点に、そのネットワークを生かして各国のデータの概要を
収集し、雇用仲介業の産業構造を相互に比較した。同時に、各国の賃金格差の状況について情
報を収集し、労働市場のマッチング機能との関連を調べた。 
① その際、日本の賃金格差の動向については、研究代表者を中心に渡欧前に集計を済ませ、
OECDでは、受入研究者であるAlexzander Hijzen 氏と協力して各国に同様の集計データの提
供を働きかけた。候補としたのは OECD 加盟諸国のうち、いわゆる使用者・被用者接合デー
タ（Linked Employer-Employee Data: LinkEED）が利用可能な国である。 
② 他方、マッチング機能に関しては、各国の職業紹介データの構造を取材し、日本で収集し分
析しているマッチングの効率性についての枠組みが利用可能かを見極める一方、日本における
雇用仲介業のデータ分析を進め、労働市場の状況と仲介者の介在がマッチングの効率性にどの
ような影響を及ぼすかを検討した。 
 
４．研究成果 
(1) 3(1)①の賃金格差の研究については、研究業績にあげた 2 本のワーキングペーパーにまと
めることができた。まずCriscuolo et al. (2020)では、日本および米国を中心に、カナダ、英国、
ニュージーランド、ノルウェー、スウェーデン、エストニア、オランダ、ドイツ、フランス、
イタリア、スペイン、ポルトガルの 14 か国の LinkEED を比較可能なように調整して収集し、
企業間の生産性格差と企業間の賃金格差が並行することを確認し、各国の低生産性部門の残存
によって賃金格差が増大するメカニズムがある可能性を示した。より具体的には、①14 か国全
体を眺めると、全体の賃金格差拡大の半分は企業間賃金格差の拡大で説明できることがわかっ
た。さらに企業間賃金格差を次の図１のように分解してみると、②企業間賃金格差の 3 分の



2 は生産性格差から生じる
競争賃金を上回る部分（賃金
プレミアム）として解釈でき
ること、③残りの 3 分の 1
は労働者の属性の違いから
生じる部分として解釈でき
ることがわかった。図中明ら
かなように日本における賃
金格差の拡大は各国のなか
で相対的にみると大きいが、
それは短時間労働者が含ま
れていることによる。そして
やはり企業間格差がその動
因となっている可能性が強
く示唆される点に注目できよう。これらの知見から、賃金格差の動向には企業のパフォーマン
スの動向が重要になることが示唆される。この論文では 14 か国という多くの国からのデータ
を比較する必要があることから、マッチングの機能について言及することはできなかったが、
その点については次の論文 Criscuolo et al. (2021)で議論した。 
(2) Criscuolo et al. (2021)は、企業レベルでの生産性と賃金プレミアムの関係を調べ、①14 か
国全体の平均像をみると、企業レベルの生産性格差の 15%程度が賃金格差、つまり賃金プレミ
アムにつながっていることがわかった。また、②次の図 2パネル Aで示されたように、この割
合は、労働市場のマッチング機能が劣っているなど労働市場の流動性が制限されている国や産
業で大きく、その背後には、低生産性企業が低賃金を維持しても労働者が離職しないという事
情が垣間見える。あるいは、③同じく図 2パネル Bに示されたように、この割合は生産物市場

の競争が激しい（ここでは外
資の参入度合いの高低で代
理した）場合にも上昇する傾
向があることもわかった。結
局、マッチングの効率性を高
めるなど、労働市場の流動性
をいかに維持するかが賃金
格差の拡大を阻止すること
につながると示唆された。こ
の日本のワーキングペーパ
ーによって、日本の労働市場
の流動性と生産性格差や賃
金格差が関係することが示
唆され、マッチングの効率性
の改善は労働市場全体に対

しても有益である可能性があることが確かめられた。 
(3) 3(1)②のマッチング機能の改善については、欧米各国で研究に利用されているデータの比
較を、OECDで主催されたワークショップや、ドイツ労働経済研究所（Institut zur Zukunft der 
Arbeit: IZA）で主催されたコンファレンスに出席して確かめた。その結果、北米で利用されて
いるデータは Job Advertisement と呼ばれるカテゴリーすなわち「広告」に属し、仲介者が介
在しないという意味で法的にもメカニズム的にも「紹介」とは異なることがわかった。例外的
に、いくつかヘッドハンティング会社のデータを用いた研究グループがあることがわかったが、
データのサンプルサイズが小さくそれぞれかなり特殊な職種・職階のみを扱うこともあり一般
化は難しいデータだと判断した。したがって、日本と比較可能なデータを現時点で研究者が利
用可能な国は欧州諸国に限られるが、英国、フランスやドイツなどでは、いずれも職業紹介当
局と研究者が共同研究を行うという枠組みでアクセスが認められており、すぐに共同研究を進
められる段階には進められないことがわかった。 
(4) ただし、欧州では新型コロナウィルス感染症の流行下において、公共職業紹介が公共職業
紹介のみならず学校などフォーマルな教育機関とも連携を深めて「学びなおし（Reskilling）」
に積極的にかかわる場面が増えていることがわかった。この点は、OECD(2021)にも中心的な
話題としてとりあげられており、職業紹介が紹介機能のみならず労働者のキャリア形成に対す
るガイダンス機能をもつべきことを示唆している。 
(5) とはいえ、職業紹介の労働市場における第一の役割はやはりマッチングの効率性を改善す
る点にある。本研究における民営職業紹介会社の業務データを用いた紹介過程の効率性の推定
は、Azar et al. (2020) の枠組みに範をとり、研究協力者と共同して、まずは求人市場の集中度
と提示賃金の関係を制御したうえで、提示賃金に対する紹介過程のそれぞれの結果がどのよう
に反応するかを推定する作業を継続している。求人の提示賃金の上昇が求職者の応募を促すか
どうかと、応募が促進されたとして、最終的に採用につながるかどうかは別問題である。Azar 
et al. (2020)などは、3(3)でも指摘したように、広告媒体のデータを用いており当該求人に応募



があったかどうかがデータ上観察可能な最終結果だが、本研究で用いたデータは応募から面接、
内定、採用までの一連の紹介過程の結果が観察できる。提示賃金の多寡がそれぞれの段階で結
果（応募段階であれば応募の多寡、面接段階であれば面接の出席確率、内定段階であれば内定
受諾、採用段階であれば 6か月の勤務）に及ぼす影響は異なり、その差異によってそれぞれの
紹介過程の役割を考察している。2022 年 6 月の報告書執筆時点では論考の形には完成していな
い。 
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